
１　趣旨・経緯

２　点検・評価の方法

４　今後の点検・評価の方向性

　県民会議では、今回の点検の主な素材は、県からの平成19年度の事業実績を中心とし
た報告であるが、20年度以降の事業についても、任期第２期(平成21～23年度)におい
て、改めて点検する必要がある。
　また、この点検結果は、将来的には５か年計画の｢神奈川の水源環境白書(仮称)｣の作
成へと発展させ、次期５か年計画の策定に反映されるべきものと考える。

  ｢水源環境保全･再生かながわ県民会議｣(｢県民会議｣)は、｢かながわ水源環境保全･再
生実行５か年計画｣(｢５か年計画｣)に位置付けられた12の特別対策事業について、実施
状況を点検･評価し、その結果を県民に分かりやすく情報提供する役割を担っている。
　そこで、県民会議は施策調査専門委員会を設置し、同委員会を中心として、検討を重
ね、県民会議委員の任期第１期(平成19～20年度)を総括する意味でこの点検結果報告書
を作成したものである。

　各特別対策事業とその最終目標である｢良質な水の安定的確保｣という効果を評価する
道筋を｢各事業の評価の流れ図(構造図)｣(別紙１)として整理した。
　それとともに、次の4つの視点から平成19年度実績を中心に多面的な点検を行った。

「かながわ水源環境保全・再生の取組の現状と課題」
－水源環境保全税による特別対策事業の点検結果報告書－の概要

３　点検結果の概要
　この施策の19年度税収は36億円、事業費は32億円であった。差額は基金に積み20年度の
事業原資となった。初年度であり、歳入･歳出とも5か年計画の38億円には及ばなかった
が、すべての事業がスタートすることができた。特に県事業は計画通りに行われた。市町
村事業の一部では、計画に達しないものもあったが、市町村においてもしっかりとした計
画を作り、5か年の中で地域にあった施策展開が図られるものと期待する。
　県民会議もスタートし、県民参加の仕組みを手探りながらつくることができたと考える

① 事業進捗状況から
見た評価

 目標量の達成度(H19)

② ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査結果に
基づく評価

事業効果の達成度(H19)
（※データの蓄積がまだないた

め主に考え方を示した)

｢水源環境保全･再生施策」への県民意見を反映

④ 県民フォーラム意見

 ６回の県民フォーラム
参加者1,033人、303件の
意見(H19-H20)

③ 事業モニター意見

 ８回の事業現場での
モニター結果(H19-H20)

｢５か年計画｣
の12の特別対
策事業

県民への情報提供

県民(個人･ＮＰＯ･事業者等）

参加･意見表明

点検結果
①～④の評価

総括ｺﾒﾝﾄ(別紙2)

※ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査：水質などを継続的に観測、測量
する調査。事業の前後、経年変化などをみる。
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２ 丹沢大山の保全・再生対策 

土壌流出防止対策を行うとともに、ブナ林等の保

全・再生のための研究や樹幹保護などの県民協働の

事業に取り組みます。 

（  796） 

３ 渓畔林整備事業 

水源上流の渓流両岸において、土砂流出防止や水質

浄化、生物多様性の保全など森林の有する公益的機能

を高度に発揮するための森林整備を実施します。 

（  200） 

４ 間伐材の搬出促進 

森林資源の有効利用による森林整備を推進する

ため、間伐材の集材・搬出に対し支援します。 

（  409） 

５ 地域水源林整備の支援 

地域における水源保全を図るため、市町村が主体

的に取り組む水源林の確保・整備を推進するほか、

高齢級の私有林人工林の間伐を促進します。 

（ 949） 

６ 河川・水路における自然浄化対策の推進 

市町村管理の河川・水路等における良好な水源

環境を形成するため、市町村が主体的に取り組む

水辺環境の整備や直接浄化などを推進します。 

（1,122） 

１ 水源の森林づくり事業の推進 

（8,393） 

水源の森林エリア内の私有林の公的管理・支援

を一層推進し、水源かん養機能等の公益的機能の

高い水源林として整備します。 

７ 地下水保全対策の推進 

地下水を主要な水道水源として利用している

地域を中心に、各市町村が主体的に取り組む地下

水かん養対策や水質保全対策を推進します。 

（1,165） 

８ 県内ダム集水域における公共下水道の整備促進 

県内ダム集水域における生活排水処理率の向

上をめざして、市町村が実施する公共下水道の整

備を支援します。 

（4,270） 

９ 県内ダム集水域における合併処理浄化槽の整備促進 

県内ダム集水域における生活排水処理率の向

上をめざして、市町村が実施する合併処理浄化槽

（高度処理型）の整備を支援します。 

（  646） 

10 相模川水系流域環境共同調査の実施 

相模川水系県外上流域の森林の現況や桂川・相

模川全流域の水質汚濁負荷の状況等について環

境調査を実施します。 

（  98） 

11水環境モニタリング調査の実施 

森林、河川、地下水などのモニタリング調査を

行い、事業の実施効果を測定するとともに、水源

環境情報を白書等で提供します。 

（ 848） 

12 県民参加による水源環境保全･再生のための新たな仕組みづくり 

水源環境保全・再生の取組を支える県民の意志

を施策に反映し、施策の計画や事業の実施等に県

民が直接参加する仕組みを作ります。 

（  192） 

（ ）内は、５年間の新規必要額（百万円） 

 

「５か年計画」の１２の特別対策事業のあらまし 
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別紙２ 

12の特別対策事業の総括（まとめ） 

 

この施策の19年度税収は36億円、事業費は32億円であった。差額は基金に積み20年度の事業費

原資となった。 

初年度であり、歳入･歳出とも５か年計画の38億円には及ばなかったが、すべての事業がスタート

することができた。特に県事業は計画通りに行われた。市町村事業の一部では、計画に達しないもの

もあったが、市町村においてもしっかりとした計画を作り、５か年の中で地域にあった施策展開が図

られるものと期待する。 

県民会議もスタートし、県民参加の仕組みを手探りながらつくることができたと考える。 

 

基　金　等

平成19年度決算の状況

【歳入】 【歳出】

水源環境保全税の収入
(個人県民税の超過課税)

特別対策事業　事業費

3,591,048千円 3,245,636千円

 基金運用益 893千円 347,630千円

 寄  附  金 609千円
 ※20年度以降の財源として活用

 預金利子 716千円

合 計 3,593,266千円 合 計 3,593,266千円

 

 

 

１ 水源の森林づくり事業 

平成９年度から着手している水源の森林づくり事業について、水源環境保全税の導入により、

間伐等の適切な管理、整備の取組が充実・強化されており、公益的機能の高い森林づくりが計画

どおり着実に進んでいることは評価できる。今後も事業を円滑に推進するには、人材の養成・確

保を図ることが必要不可欠であり、森林整備の担い手対策を早急に行うべきである。 

また、現在の施策対象は私有林であるが、県有林や国有林と連携した森林整備を行うことも必

要である。 

 

 

２ 丹沢大山の保全・再生対策 

丹沢大山の保全・再生対策のうち、土壌流出防止対策については、平成20年度から実施すると

いう当初の計画より前倒しで事業実施に着手することができたことは、評価できる。今後は、事

業を計画的に進捗させるとともに、モニタリング調査を継続し、植生回復や土壌保全の効果を検

証することが課題である。 

ブナ林等の調査研究については、気象・大気の調査やブナハバチの調査等、長い時間を要する

が、継続的な調査が必要な事業である。今後は、調査結果を蓄積するともに、中期的に解析・評

価を行い、ブナ林の保全対策に反映させることが課題である。 

また、上記の事業以外にも、シカ管理をはじめとする丹沢大山自然再生計画の各事業と連携し

て、総合的に推進していくことが重要である。 
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３ 渓畔林整備事業 

渓畔林整備事業について、19年度は予定どおり調査測量及び事業計画の策定が実施された。今

後は、事業計画に基づき、択伐等の森林整備や植生保護柵の設置等、事業を計画的に進捗させる

とともに、モニタリング調査を継続し、植生回復や土壌保全の効果を検証することが課題である。 

渓畔林は、箇所によっては、天然林が多く、過度に手を加える必要はないと思われるが、現状

は様々であり、その対応も異なってくる。全国的にも事例が少ないため、神奈川県が先進的に取

り組み、全国的に発信することが期待される。 

 

 

４ 間伐材の搬出促進 

木材価格の低迷等に伴う林業不振の中、目標数量以上の間伐材を搬出することができたことは

評価できる。 

今後も着実に間伐材の搬出を行っていくためには、県産木材の生産・流通・消費の循環を活性

化させるとともに、採算性を持った効率的な事業展開を図る必要がある。このため、生産面にお

いては、搬出のための作業道を整備し、有効活用の面では、県産木材の利用、販路の開拓など消

費を拡大する対策が必要である。 

 

 

５ 地域水源林整備の支援 

地域の水源林を市町村が公的に管理、整備する仕組みを導入したことは評価できる。今後は、

市町村がこの制度を活用し、地域特性に応じて、ボランティアによる森林整備など多様な手法で

整備を促進することに期待する。また、森林所有者が契約終了後も適正に維持管理を行うことが

できる仕組みづくりが必要である。 

市町村が選択する整備手法により、当初計画額に比べ事業費が大幅に増えている一方で、事業

の進捗(整備面積)については計画どおり達成されていないことが課題である。今後は、より適切

な整備手法について、市町村の計画を踏まえながら検討する必要がある。 

 

 

６ 河川・水路における自然浄化対策 

河川・水路の自然浄化や水循環の機能を高めることを目的に、生態系に配慮した河川・水路等

の整備及び河川・水路等における直接浄化対策について、自然浄化対策事業を実施した。 

河川･水路の整備実施箇所では水質改善効果がみられるものもあるが、生活排水などの流入がみ

られる箇所もあり、引き続きモニタリング調査を実施し、整備効果の把握に努める必要がある。 

今後も、量（整備箇所数）と質（生態系保全または水質改善）両面を中期的に把握して評価す

ることになるが、整備手法については、市町村の計画を踏まえ、効果を見定めながら、生態系に

配慮した河川・水路等の整備と直接浄化対策の手法を再検討する必要がある。また、住民参加に

よる維持管理や環境学習・教育の場となるような展開を期待する。 
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７ 地下水保全対策の推進 

地下水を質・量とも保全していくことは重要であり、そのためには、地下水を主要な水道水源

として利用している８地域(５市９町)すべてで、地下水保全計画を作成していくことが望ましい。

また、地下水汚染については、秦野市、三浦市、座間市、中井町の３市１町で確認されており、

各地域で徐々に改善の状況にはあるものの、効果的な浄化対策を実施するほか、長期的にモニタ

リングを継続することが必要である。 

 

 

８ 県内ダム集水域における公共下水道の整備促進 

公共下水道の整備については、事業の初年度という事情を勘案しても、全体的に事業進捗が遅

れており、５か年計画の目標達成に向けて、今後、一層の整備の促進が必要である。 

予算執行の面では、設計額を下回る落札額や国庫支出金の増額により、当初の予定よりも少な

い予算で事業を執行することができたが、予算の有効活用及び事業進捗を図るため、今後は、翌

年度工事の前倒し執行の検討が望まれる。 

また、相模原市では、現在、下水道計画区域の見直しの作業を進めているが、ダム湖の水質を

早期に改善するため、新たな計画区域については津久井地域の特性、費用対効果、整備の効率性

などを総合的に判断し、区域設定を行うべきである。 

 

 

９ 県内ダム集水域における合併処理浄化槽の整備促進 

合併処理浄化槽の整備については、山北町の市町村設置型による整備が20年度開始予定のため、

進捗率は低いが、相模原市の個人設置型による整備事業は順調に進んでいる。 

今後、相模原市が下水道計画区域を縮小し、市町村設置型の合併処理浄化槽による整備区域の

拡大を予定していることから、整備基数の大幅な伸びが見込まれる。したがって、それに応じた

目標数の見直しが必要と思われる。 

 

 

10 相模川水系流域環境共同調査の実施 

本県の主要な水源である相模川上流は山梨県内にあることから、流域全体の環境保全を図るた

めには、県域を越えて上流域対策に取り組む必要がある。５か年計画では、県外上流域対策とし

て事前調査を行うこととしており、平成19年度は私有林現況調査と生活排水対策管理状況調査を

実施したが、今後は調査結果をもとに、どのような対策が有効かを検討する手順について準備を

開始する必要がある。また、対策を考える上で、アオコの発生メカニズムや下水道からの排出水

の問題などの検討も併せて行っていく必要がある。 
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11 水環境モニタリング調査の実施 

森林のモニタリング調査（対照流域法等）について、平成19年度及び20年度は、予定どおり

調査の検討、観測施設の設置が実施された。調査地点の現況の把握が重要であるため、21年度以

降、当面の間は順次、事前モニタリングの実施が予定されている。したがって、５か年計画の期

間中は、事後モニタリングの調査結果が出ないことになるが、その間は、文献調査等で補完する

ことが重要である。今後は、長期的な施策効果を把握するため、森林の整備前後のデータを蓄積

し、森林の水源かん養機能を検証することが課題である。 

河川モニタリング調査（動植物等調査、県民参加型調査）について、平成19年度は、予定どお

り、調査計画の検討や過去の調査のデータベース化等を実施し、20年度は、県民会議の意見を反

映した計画に基づき、相模川水系の調査を実施した。引き続き、酒匂川水系を含めた調査を実施

するともに、今後は、長期的な施策効果を把握するため、既存の公共用水域の水質調査等も参考

にしながら、解析・評価することが課題である。また、県民参加型調査については、県民が幅広

く参加できるようにするため広報の充実が必要である。 

 

 

12 県民参加による水源環境保全・再生の新たな仕組みづくり 

県民参加の仕組みとして、有識者・関係団体・公募委員を構成員とする「水源環境保全・再生

かながわ県民会議」を設置し、特定課題の検討を行う２つの専門委員会と、県民視点による広報

や県民意見の集約を目指し、３つの作業チームを組織し、活発に活動した。 

 

（事業の点検・評価について） 

事業の点検・評価について、事業の進捗状況からみた評価や専門的視点からのモニタリング調

査結果に基づく評価のほかに、県民視点からの事業モニターや県民フォーラムにおける意見など、

多面的な評価を実施した。 

水源環境保全税以外を財源とする、他の水源環境保全・再生施策（森林経営関係や丹沢大山関

係など）との総合的な評価、事業検討をどこで行うか。また、当初の想定と異なる事態について

計画内容を修正したり、新たな施策を盛り込むなどの道筋をどうつけていくかを、今後の課題と

して考えていく必要がある。 

事業モニターについては、委員の事前学習が必要であることが課題である。 

 

（市民事業の支援について） 

県民会議の提案により、平成20年度から制度化・実施された「市民事業支援補助金」について

は、小規模かつ多数の団体を支援することにより、今後、市民レベルによる水源環境保全・再生

の取組が広がることを期待することができる。一方で、広域的・中核的団体の育成や専門性の高

いNPO等への支援、団体相互における自発的ネットワークの形成への支援等が課題となっている。 

 

（県民に対する普及・啓発、情報提供、県民からの意見集約について） 

公募委員を中心に、県民フォーラムの開催や、ニュースレターの発行など県民参加の面でも成

果を挙げることができた。 

しかし、県民フォーラムについて、都市地域住民の参加が少ないという課題があり、効果的な

普及啓発や意見集約の方法などを検討する必要がある。また、ニュースレターについては、印刷

部数と配布方法に工夫が必要であり、増刷して、委員自らが県民に配布できるようにしたい。 

このほかに、委員の間の役割分担や、公募委員の役割の明確化などの課題も挙げられる。 




